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1．損益計算書の状況

1

◆1-1 連結情報 （短信：2ページ）

対前年

当第2四半期連結累計期間（平成23年1月1日から平成23年6月30日まで）におけるわが国経

済は、一部に景気の持直しが見られたものの、設備投資の抑制や個人消費の低迷等、本格的

な景気回復までには至らず、平成23年3月に発生した東日本大震災の影響や電力供給の制約

等によって、一段と厳しい状況で推移いたしました。

当第2四半期連結累計期間（平成23年1月1日から平成23年6月30日まで）におきまして、当社

グループは、国内・海外を両輪とした持続的成長を目指し、国内市場におきましては、お客様の

期待値を超える際立った商品・サービスを提供することで、お客様に「選ばれ続ける企業」へと

変革し、シェア拡大を図ってまいりました。

一方、海外市場におきましては、アジアを中心とした新興国において、開発・生産･販売のバ

リューチェーン構築を積極的に推進し、アジアを新たな収益基盤とする「アジア企業」への変革

を図ってまいりました。

しかしながら、景気低迷によるオフィス消耗品需要の減少や震災の影響等により、売上高は

1,381億円（前年同期比1.8％減）となりました。営業利益は、コストダウンの推進等による総利益

率改善等により55億円（前年同期比8.9％増）となり、経常利益は57億円（前年同期比8.5％増）

となりました。特別損失として中国でプリンティングサービスを展開しております子会社等の損益

状況及び今後の見通し等を勘案し子会社株式評価損6億円を計上したこと、東日本大震災によ

り被災した物流拠点の補修や商品損失等を災害損失として3億円計上したこと等により、四半

期純利益は21億円（前年同期比7.9％増）となりました。

対目標 (単位：百万円)

売 上 高 140,741 138,199 △2,542 △1.8% 139,500 138,199 △1,301 △0.9%

売 上 総 利 益 46,960 47,962 ＋1,002 ＋2.1% 47,800 47,962 ＋162 ＋0.3%

（率） (33.4%) (34.7%) (＋1.3p) (34.3%) (34.7%) (＋0.4p)

販売費及び一般管理費 41,899 42,451 ＋552 ＋1.3% 43,000 42,451 △549 △1.3%

（率） (29.8%) (30.7%) (＋0.9p) (30.8%) (30.7%) (△0.1p)

営 業 利 益 5,061 5,510 ＋449 ＋8.9% 4,800 5,510 ＋710 ＋14.8%

（率） (3.6%) (4.0%) (＋0.4p) (3.4%) (4.0%) (＋0.6p)

経 常 利 益 5,334 5,786 ＋452 ＋8.5% 4,900 5,786 ＋886 ＋18.1%

（率） (3.8%) (4.2%) (＋0.4p) (3.5%) (4.2%) (＋0.7p)

四 半 期 純 利 益 2,028 2,188 ＋160 ＋7.9% 2,100 2,188 ＋88 ＋4.2%

（率） (1.4%) (1.6%) (＋0.2p) (1.5%) (1.6%) (＋0.1p)

（注）連結子会社23社・持分法適用関連会社2社となっております。

22年12月期
上期

＜１～６月＞

23年12月期
上期

＜１～６月＞

前年差額
（前年率差）

増減率
23年12月期
上期目標

23年12月期
上期

＜１～６月＞

目標差額
（率差）

達成率



◆1-2 売上高及び売上総利益 （短信：8ページ）

売上高は設備投資の抑制や個人消費の低迷、東日本大震災の影響等により、1,381億円
（前年同期比1.8％減）となりました。

売上総利益は479億円（前年同期比2.1％増）となり、売上総利益率はコストダウンや高付加
価値提案の推進等により34.7％（前年同期比率差1.3ポイント増）となりました。
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（注）平成19年12月期より決算期を毎年3月末日から12月末日に変更しました。
同期間の比較を行うため、平成19年以前の数値は、各年の<1～6月>（6ヶ月間）の数値を使用しています。

(単位：百万円)

183,320 181,742 145,818 140,741 138,199 △2,542 △1.8%

58,854 59,052 47,259 46,960 47,962 ＋1,002 ＋2.1%

(32.1%) (32.5%) (32.4%) (33.4%) (34.7%) (＋1.3p)

51,617 51,570 44,689 41,899 42,451 ＋552 ＋1.3%

(28.2%) (28.4%) (30.6%) (29.8%) (30.7%) (＋0.9p)

7,237 7,481 2,570 5,061 5,510 ＋449 ＋8.9%

(3.9%) (4.1%) (1.8%) (3.6%) (4.0%) (＋0.4p)

7,178 7,297 3,225 5,334 5,786 ＋452 ＋8.5%

(3.9%) (4.0%) (2.2%) (3.8%) (4.2%) (＋0.4p)

3,921 1,600 900 2,028 2,188 ＋160 ＋7.9%

(2.1%) (0.9%) (0.6%) (1.4%) (1.6%) (＋0.2p)
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22年12月期
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◆1-3 販売費及び一般管理費 （短信：8ページ）

□主な販管費の実績

販売費及び一般管理費は424億円（前年同期比1.3％増）となり、売上高販管費率は30.7％
（前年同期比率差0.9ポイント増）となりました。

□主要項目の対売上高比率の推移
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□販売費及び一般管理費の推移（単位：百万円）
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（注）平成19年12月期より決算期を毎年3月末日から12月末日に変更しました。
同期間の比較を行うため、平成19年以前の数値は、各年の<1～6月>（6ヶ月間）の数値を使用しています。
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売上高

販管費率
販管費

売上高
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販管費率
販管費

売上高
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販管費
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販管費率
前年差額 前年率差

人件費 16,127 8.8% 16,078 8.8% 14,782 10.1% 14,454 10.3% 14,925 10.8% ＋471 ＋0.5p

減価償却費 1,821 1.0% 1,795 1.0% 1,660 1.1% 1,440 1.0% 1,629 1.2% ＋189 ＋0.2p

物流費 13,867 7.6% 14,059 7.7% 11,486 7.9% 10,833 7.7% 11,078 8.0% ＋245 ＋0.3p

販売費 4,141 2.3% 3,853 2.1% 3,110 2.1% 3,163 2.2% 2,892 2.1% △271 △0.1p

賃借料 1,682 0.9% 1,935 1.1% 1,734 1.2% 1,567 1.1% 1,346 1.0% △221 △0.1p

その他 13,979 7.6% 13,850 7.6% 11,917 8.2% 10,442 7.4% 10,581 7.6% ＋139 ＋0.2p

販管費合計 51,617 28.2% 51,570 28.4% 44,689 30.6% 41,899 29.8% 42,451 30.7% ＋552 ＋0.9p
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□固定費・限界利益率の推移 （単位：百万円）
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□損益分岐点売上高の推移 （単位：百万円）
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◆1-3 販売費及び一般管理費 （短信：8ページ）

固定費は3億円増加しましたが、売上総利益率の改善等により限界利益率が1.0ポイント向
上したため、損益分岐点売上高を34億円引き下げました。
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30,000

（注）平成19年12月期より決算期を毎年3月末日から12月末日に変更しました。
同期間の比較を行うため、平成19年以前の数値は、各年の<1～6月>（6ヶ月間）の数値を使用しています。
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＜営業利益＞
営業利益はコストダウン及び高付加価値提案の推進等による売上総利益率改善により、

55億円（前年同期比8.9％増）となりました。

＜経常利益＞
経常利益は57億円（前年同期比8.5％増）となりました。

◆1-4 営業利益及び経常利益 （短信：8ページ）

営業利益
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（注）平成19年12月期より決算期を毎年3月末日から12月末日に変更しました。
同期間の比較を行うため、平成19年以前の数値は、各年の<1～6月>（6ヶ月間）の数値を使用しています。

2.0%

4.0%
3.6%

23年12月期
上期

<1～6月>

5,786
5,5105,334

5,061

(単位：百万円)

183,320 181,742 145,818 140,741 138,199 △2,542 △1.8%

58,854 59,052 47,259 46,960 47,962 ＋1,002 ＋2.1%

(32.1%) (32.5%) (32.4%) (33.4%) (34.7%) (＋1.3p)

51,617 51,570 44,689 41,899 42,451 ＋552 ＋1.3%

(28.2%) (28.4%) (30.6%) (29.8%) (30.7%) (＋0.9p)

7,237 7,481 2,570 5,061 5,510 ＋449 ＋8.9%

(3.9%) (4.1%) (1.8%) (3.6%) (4.0%) (＋0.4p)
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(3.9%) (4.0%) (2.2%) (3.8%) (4.2%) (＋0.4p)

3,921 1,600 900 2,028 2,188 ＋160 ＋7.9%

(2.1%) (0.9%) (0.6%) (1.4%) (1.6%) (＋0.2p)
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◆1-5 四半期純利益 （短信：8ページ）

四半期純利益は21億円（前年同期比7.9％増）となりました。

6

2．株主還元 （短信：1ページ）

□ 配当の状況 1株当たり配当金 第2四半期末 ： 7円50銭
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・子会社株式評価損（中国のﾌﾟﾘﾝﾃｨﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽ会社等）

6.5億円
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22年12月期
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（注）平成19年12月期より決算期を毎年3月末日から12月末日に変更しました。
同期間の比較を行うため、平成19年以前の数値は、各年の<1～6月>（6ヶ月間）の数値を使用しています。
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3．貸借対照表の状況 （短信：6,7ページ）

現金預金・有価証券が54億円増加し、売上債権が34億円減少したこと等により、総資産は
2,546億円となりました。
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1,369

190

158

275

338

353

22年12月末

261

510

258

771

412

205

397

321

244

158

190

1,356

自己株式 △143

5

現金預金・
有価証券

売上債権

たな卸資産

その他固定資産

投資有価証券

有形固定資産

無形固定資産

仕入債務

有利子負債

その他負債

資本金

資本剰余金

利益剰余金

評価差額など

65
67

44

＋1（＋20.0%）

△59（△14.9%）

＋54（＋20.7%）

△34（△6.7%）

△6（＋9.3%）

＋3（＋0.7%）

△2（△2.3%）

△25（△3.2%）

2,528

△2（△0.1%）

長期借入金 ＋29億円

四半期純利益 ＋21億円
配当金 △8億円

415

売上減少のため

フリーキャッシュフロー40億円増

売上減少のため



4．キャッシュフロー・設備投資の状況 （短信：10 ,11ページ）

＜当第2四半期のキャッシュフローについて＞
・営業活動では、税金等調整前四半期純利益が46億円となり、減価償却費31億円の資金増
等により、89億円の資金増となりました。

・投資活動では、設備投資支出として39億円を計上した結果、49億円の資金減となりました。

以上の結果、フリーキャッシュフロー（*）は40億円となりました。

・財務活動では、借入金31億円増、配当金支払8億円等により、18億円の資金増となりました。

・当第2四半期末の資金は、314億円となり、期首から59億円の増加となりました。

（*） フリーキャッシュフロー＝営業キャッシュフロー＋投資キャッシュフロー

8

23年6月末22年12月末

現預金
254

＋89

現預金
314

＋18

営業CF 財務CF投資CF

△49

（単位：億円）

□ 現預金の増減内訳
23年上期 <1～6月>

キャッシュ増 59億円

□ キャッシュフロー計算書
23年上期 <1～6月>

◆営業キャッシュフロー
税金等調整前四半期純利益
減価償却費
その他

◆投資キャッシュフロー
設備投資額
その他

◆財務キャッシュフロー
借入金
配当金の支払
その他

＋89億円
＋46億円
＋31億円
＋12億円

△49億円
△39億円
△10億円

＋18億円
＋31億円
△8億円
△5億円

□ 設備投資・減価償却費の推移 建物 システム 機械 その他（単位:億円）

ﾌﾘｰｷｬｯｼｭﾌﾛｰ

＋40億円

（注）平成19年12月期より決算期を毎年3月末日から12月末日に変更しました。
同期間の比較を行うため、平成19年以前の数値は、各年の<1～6月>（6ヶ月間）の数値を使用しています。

19年
<1～6月>

20年12月期
上期<1～6月>

21年12月期
上期<1～6月>

22年12月期
上期<1～6月>

0

10

20

30

40

50

5

9

30

減価償却費

11

18

13

2

44

29

1

8

8

2
19

32

1

3
6

1
11

31

1

1
16

23年12月期
上期<1～6月>

31

13

21

2

39
3



5．事業セグメントの損益状況
◆5-1 ステーショナリー関連事業 （短信：2ページ）

（注）平成19年12月期より決算期を毎年3月末日から12月末日に変更しました。
同期間の比較を行うため、平成19年以前の数値は、各年の<1～6月>（6ヶ月間）の数値を使用しています。

3,909
4,002

87,260
88,607

80,458

3,353

0

75,000

80,000

85,000

90,000

70,000

0

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

～
～

～
～

77,594

4,973

19年
<1～6月>

20年12月期
上期

<1～6月>

21年12月期
上期

<1～6月>

22年12月期
上期

<1～6月>

19年
<1～6月>

20年12月期
上期

<1～6月>

21年12月期
上期

<1～6月>

22年12月期
上期

<1～6月>

（ご参考）カウネット売上高266億円（前年比3.6％増）

対前年 対目標

23年12月期
上期

<1～6月>

23年12月期
上期

<1～6月>

76,432

5,175

ステーショナリー関連事業におきましては、綴じる枚数が従来の2倍となる業界最多の8枚綴じ針無しステープ
ラー「ハリナックス（ハンディ8枚タイプ）」、刃先にフッ素加工を施してのりを付きにくくした「カッターナイフ〈フレー
ヌ〉」等、「際立った価値」を持った商品群を一層充実し、収益の拡大を図ってまいりました。

オフィス通販事業「カウネット」におきましては、交通広告等を用いた積極的な販促活動を行い、好調に推移い
たしました。

海外展開におきましては、当社の連結子会社コクヨS&T株式会社は、インドで創業80年の歴史を持ち、インド
で極めて高いブランド認知率と全国販売流通網を保有する大手文具・画材メーカーである「カムリン社」の過半
数以上の株式を取得する契約を、平成23年5月30日付で同社及び同社の株主との間で締結いたしました。今
回の買収により、今後急成長が見込まれるインド・ステーショナリー市場において、事業を拡大してまいります。

また、ベトナムにおきましては、販売チャネルの積極的な開拓、現地で人気の「ドラえもん」を表紙デザインに
起用したノートを投入する等商品ラインアップの拡充を推進することにより、堅調に推移いたしました。

中国におきましては、大学でのプロモーション活動や見本市への出展など積極的な販促活動を推進し、シェア
拡大を図りました。

しかしながら、ステーショナリー関連事業における外部環境は、企業の消耗品の買い控え、価格競争の激化
等、厳しい状況で推移いたしました。

以上の結果、売上高は764億円（前年同期比1.5％減）となりました。営業利益は、コストダウンの推進及び高
付加価値商品の売上増等による総利益率改善等により51億円（前年同期比4.0％増）となりました。

9

(単位：百万円)

ステーショナリー

売 上 高 77,594 76,432 △1,162 △1.5% 77,000 76,432 △568 △0.7%

売 上 総 利 益 27,288 27,392 ＋104 ＋0.4% 27,400 27,392 △8 △0.0%
（率） (35.2%) (35.8%) (＋0.6p) (35.6%) (35.8%) (＋0.2p)

販売費及び一般管理費 22,315 22,217 △98 △0.4% 22,700 22,217 △483 △2.1%
（率） (28.8%) (29.1%) (＋0.3p) (29.5%) (29.1%) (△0.4p)

営 業 利 益 4,973 5,175 ＋202 ＋4.0% 4,700 5,175 ＋475 ＋10.1%
（率） (6.4%) (6.8%) (＋0.4p) (6.1%) (6.8%) (＋0.7p)

22年12月期
上期

＜1～６月＞

23年12月期
上期

＜１～６月＞

前年差額
（前年率差）

増減率
23年12月期

上期当初予想

23年12月期
上期

＜１～６月＞

目標差額
（率差）

達成率



◆5-2 ファニチャー関連事業 （短信：3ページ）

3,235
3,57196,059

93,134

65,359
63,147

△782

0

70,000

80,000

90,000

100,000

60,000 0

2,000

3,000

4,000

～
～

61,767

△1,000

335

（注）平成19年12月期より決算期を毎年3月末日から12月末日に変更しました。
同期間の比較を行うため、平成19年以前の数値は、各年の<1～6月>（6ヶ月間）の数値を使用しています。

10

1,000

19年
<1～6月>

20年12月期
上期

<1～6月>

21年12月期
上期

<1～6月>

22年12月期
上期

<1～6月>

19年
<1～6月>

20年12月期
上期

<1～6月>

21年12月期
上期

<1～6月>

22年12月期
上期

<1～6月>

対前年

87

*平成23年12月期よりファニチャー関連事業、店舗関連事業のセグメントを統合し、ファニチャー関連事業といたしました。そのため、
上記表及び下記グラフのファニチャー関連事業の数値は、旧ファニチャー関連事業と旧店舗関連事業を合算した数値となっております。

23年12月期
上期

<1～6月>

23年12月期
上期

<1～6月>

ファニチャー関連事業におきましては、製販一体となり「空間価値提供型ビジネス」への変革を推進するとともに、

すべてのバリューチェーンにおいてお客様起点のビジネスを進め、さらなる付加価値の提供を図ってまいりました。

また、平成22年10月に開業した「ホテル カンラ 京都」に続き、当社グループが設計から運営まで携わった「ホテ

ル アンテルーム 京都」を平成23年4月にオープンさせる等、オフィス空間をはじめ、教育・医療・官公庁や商空間

に対して多様なソリューションを提供し、お客様の課題解決と企業価値向上を支援してまいりました。

海外展開におきましては、タイの家具メーカー「プラクティカ社」と製造・販売ライセンス契約を締結し、新興国向

けのデザイン性の高い商品の開発を強化いたしました。中国においても、開発・生産･販売のバリューチェーンを

強化するため、中国・浙江省のオフィス家具メーカー「タイリック社」の株式約15％を取得する契約を締結いたしま

した。

また、中国に進出している日系の小売業向けに、店舗用什器や商空間の提案活動を積極的に推進いたしまし

た。

しかしながら、ファニチャー関連事業における外部環境は、企業の設備投資意欲の冷え込み等により、低調に

推移いたしました。

以上の結果、売上高は617億円（前年同期比2.2％減）となりました。営業利益は、コストダウンの推進、販売施

策の見直し等により、3億円（前年同期比284.1％増）となりました。

対目標 (単位：百万円)

ファニチャー

売 上 高 63,147 61,767 △1,380 △2.2% 62,500 61,767 △733 △1.2%

売 上 総 利 益 19,670 20,569 ＋899 ＋4.6% 20,400 20,569 ＋169 ＋0.8%
（率） (31.1%) (33.3%) (＋2.1p) (32.6%) (33.3%) (＋0.7p)

販売費及び一般管理費 19,583 20,234 ＋651 ＋3.3% 20,300 20,234 △66 △0.3%
（率） (31.0%) (32.8%) (＋1.8p) (32.5%) (32.8%) (＋0.3p)

営 業 利 益 87 335 ＋248 ＋284.1% 100 335 ＋235 ＋235.0%
（率） (0.1%) (0.5%) (＋0.4p) (0.2%) (0.5%) (＋0.3p)

22年12月期
上期

＜1～６月＞

23年12月期
上期

＜１～６月＞

前年差額
（前年率差）

増減率
23年12月期
上期目標

23年12月期
上期

＜１～６月＞

目標差額
（率差）

達成率



6．平成23年12月期の見通し （短信：4ページ）

第2四半期連結会計期間における業績は、売上はほぼ目標通り、営業利益に関しましては目標を上
回りました。引き続き当社グループは、積極的な営業活動、「際立った価値」を持った商品開発を推進し、
収益の拡大に努めてまいりますが、電力供給の制約等の影響により先行きが不透明なため、平成23年
12月期の業績予想に変更はございません。

なお、平成23年12月期第3四半期以降、「カムリン社」を連結子会社に加えることによる業績への影響
は、第3四半期では貸借対照表を連結し、第4四半期では損益計算書を取り込む予定であるため、今期
業績に与える影響は軽微であると見込まれます。

（注）この資料に記述されている予想数値は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき
作成したものであり、実際の業績は今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 11

（ご参考） 上期・下期比較 *平成23年12月期下期予想は、通期予想と上期実績の差額です。

通　期 (単位：百万円)

261,873 262,000 ＋127 ＋0.0%

ステーショナリー 148,986 148,800 △186 △0.1%

フ ァ ニ チ ャ ー 112,886 113,200 ＋314 ＋0.3%

（率） 3,282 (1.3%) 4,000 (1.5%) ＋718 ＋0.2p ＋21.9%

ステーショナリー （率） 6,532 (4.4%) 6,200 (4.2%) △332 △0.2p △5.1%

フ ァ ニ チ ャ ー （率） △ 3,249 (△2.8%) △ 2,200 (△1.9%) ＋1,049 ＋0.9p －

（率） 3,324 (1.3%) 4,000 (1.5%) ＋676 ＋0.2p ＋20.3%

（率） 815 (0.3%) 1,300 (0.5%) ＋485 ＋0.2p ＋59.5%当 期 純 利 益

営 業 利 益

経 常 利 益

22年12月期
通期　実績
（12ヶ月）

23年12月期
通期　目標
（12ヶ月）

前年差額 前年率差 増減率

売 上 高

上期 (単位：百万円)

140,741 138,199 △2,542 △1.8%

ステーショナリー 77,594 76,432 △1,162 △1.5%

フ ァ ニ チ ャ ー 63,147 61,767 △1,380 △2.2%

（率） 5,061 (3.6%) 5,510 (4.0%) ＋449 ＋0.4p ＋8.9%

ステーショナリー （率） 4,973 (6.4%) 5,175 (6.8%) ＋202 ＋0.4p ＋4.1%

フ ァ ニ チ ャ ー （率） 87 (0.1%) 335 (0.5%) ＋248 ＋0.4p ＋285.1%

（率） 5,334 (3.8%) 5,786 (4.2%) ＋452 ＋0.4p ＋8.5%

（率） 2,028 (1.4%) 2,188 (1.6%) ＋160 ＋0.2p ＋7.9%

下期

121,132 123,801 ＋2,669 ＋2.2%

ステーショナリー 71,392 72,368 ＋976 ＋1.4%

フ ァ ニ チ ャ ー 49,739 51,433 ＋1,694 ＋3.4%

（率） △ 1,779 (△1.5%) △ 1,510 (△1.2%) ＋269 ＋0.2p △15.1%

ステーショナリー （率） 1,559 (2.2%) 1,025 (1.4%) △534 △0.8p △34.3%

フ ァ ニ チ ャ ー （率） △ 3,336 (△6.7%) △ 2,535 (△4.9%) ＋801 ＋1.9p △24.0%

（率） △ 2,010 (△1.7%) △ 1,786 (△1.4%) ＋224 ＋0.2p △11.1%

（率） △ 1,213 (△1.0%) △ 888 (△0.7%) ＋325 ＋0.3p △26.8%

前年率差 増減率

四 半 期 純 利 益

23年12月期
上期＜1～６月＞

前年差額
22年12月期

上期＜1～６月＞

売 上 高

四 半 期 純 利 益

売 上 高

営 業 利 益

経 常 利 益

22年12月期
下期＜7～12月＞

23年12月期
下期＜7～12月＞目標

前年差額 前年率差 増減率

営 業 利 益

経 常 利 益



平成23年5月30日、当社の連結子会社であるコクヨS&T株式会社(以下「コクヨS&T」)が、イン
ドの大手文具・画材メーカーであるCamlin Limited（インド共和国ムンバイ市、1931年設立。ボ
ンベイ証券取引所及びナショナル証券取引所上場。以下「カムリン社」）の過半数以上の株式
を取得する契約を同社及び同社の株主との間で締結いたしました（以下「本件取引」）。

同社とは前年来ノート販売において業務提携をしており、今後コクヨS&Tとカムリン社による
共同事業（以下「新生カムリン社」（名称未定））という位置づけで、インド・ステーショナリー市
場において、双方の強みを生かし事業を拡大していくことに関して意向が合致しました。

新生カムリン社においても、同社創業家は引き続き13.34%（潜在株式考慮後）相当の株式を
保有し、創業家の取締役2名は引き続きコクヨS＆Tと共同で事業発展に貢献してまいります。

■カムリン社について
・設立：1931年
・所在地：インド国ムンバイ市
・主な事業内容：アートマテリアル、オフィスステーショナリー
・決算期：3月
・従業員数：950名
・事業所：6か所。ムンバイ、プネ、デリー、バンガロール、チェンナイ、コルカッタ
・工場：4か所
・資本金：61.1百万ルピー
・大株主：プロモーター（創業家）グループ 38.13％
・商品カテゴリ：筆記具中心に2,000品番
・取引卸：1,200店

インド・カムリン社の買収合意および株式取得手続き開始について

6．主なトピックス

カムリン社の商品
（左：絵の具 右：蛍光マーカー）

テストマーケティングで販売したノート
カムリン社とコクヨS&Tの調印式

0.25ルピー0.5ルピー0.3ルピー1株当たり配当金

12.88ルピー10.25ルピー8.91ルピー1株当たり純資産

701617535純資産

1,1511,058940総資産

1.50ルピー1.93 ルピー1.02ルピー1株当たり当期純利益

8511661当期純利益

263287209EBITDA

3,5923,3102,837売上高

2011年3月期2010年3月期2009年3月期決算期

カムリン社の業績 （単位：百万ルピー）

12



インド・カムリン社の買収合意および株式取得手続き開始について

6．主なトピックス

補足－⑬

【本取引の目的】
（1）インドでの全国流通網およびブランドの獲得
ノートやファイルをはじめとする当社グループ商品に加え、インドに販路を持たない欧米、
日本、中国などのステーショナリーメーカーの“流通ハブ”機能として、カムリン社のチャ
ネルを活用し販売拡大を行うことを検討しています。また、カムリン・ブランドは、インド国
民に極めて高い認知率を持っており、コクヨ・ブランドの露出も一部に組み込みながら、
今後も同ブランド力を積極的に活用していきます。

（2）商品の共同開発
コクヨS&Tが持つ、高付加価値商品の開発ノウハウ・デザイン性と、カムリン社の高い製
造技術等、両社の強みを持ち寄ることで、先進的な創意・工夫の効いた新商品・新デザ
イン商材をスピーディーに展開していきます。

（3）カムリン社および新生カムリン社の商品のアジア地域での販売
カムリン社の商品および新生カムリン社の商品についても、原価力と品質力を武器に、
当社グループのアジア流通チャネルを通して販売をしていく予定です。

（4）コクヨS&Tが日本で構築してきたマネジメントシステムの導入
当社グループの商品管理・生産管理・流通管理・物流管理などのマネジメントシステム
（ITインフラや販売店制度を含め）を、新生カムリン社に導入し、カムリン社の営業利益率
の向上（現在6%程度）や在庫率の低減を実現していく予定です。

（5）その他事業への展開
オフィス通販事業や、オフィス家具事業についても、事業機会を検討していきます。

【株式取得の時期】
（1）創業家からの株式取得

規制上、公開買付け終了後の本年9月頃に正式取得完了予定
（2）公開買付手続 8月下旬までに実施予定
（3）第三者割当増資 7月8日に実施済み

【取得株式数、取得価額および取得前後の保有株式の状況】
（1）異動前の保有株式数 0株（所有割合0％）
（2）取得予定株式数34,836,220株

（取得予定価額：3,658,634,200ルピー（日本円：6,768百万円。1ルピー1.85円で換算）
・創業家一族からの取得：14,044,850株
・第三者割当増資の引受けによる取得：6,934,000株
・公開買付けによる取得13,857,370株

（3）異動後の所有予定株式数：34,836,220株

【今後の事業運営】
コクヨS&Tより取締役を4名（常勤3名、非常勤1名）派遣する予定です。なお、カムリン社

創業家は13.34%(潜在株式考慮後)の株式を継続保有するとともに、創業家から2名
（Chairman 兼 Managing DirectorであるDilip Dandekar氏ならびにExecutive Directorであ
るShriram Dandekar氏）は引き続き当社と共同で新生カムリン社の事業拡大に貢献して
まいります。
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コクヨS＆T株式会社は、金属製のホチキス針を使わずに紙をとじることができる針なしス
テープラーのハンディタイプの第2弾として、業界最多の8枚をとじられる「針なしステープラー
＜ハリナックス＞（ハンディタイプ）」（以下、「ハリナックス（ハンディ8枚タイプ）」）を発売しまし
た。

当社では平成22年7月に針を使わずに紙をとじることができる「ハリナックス（ハンディ4枚タ
イプ）」を発売。環境にやさしく、かつ安全で作業の効率化も図れることから、発売以来、ユー
ザーから大きな反響をいただいています。
今回発売する「ハリナックス（ハンディ8枚タイプ）」は、「とじる枚数を多くしてほしい」また「とじ
る力を強くして欲しい」というユーザーの要望に応えた商品です。従来品の2倍となる8枚まで
をとじることができるうえ、とじ穴の形状を業界初の矢印型に変え、ひっかかって抜けにくい構
造を採用したことで「とじる力」をアップさせました。

当社は本品の発売により、企業、学校、家庭等での「針なしステープラー」のさらなる普及を
図ります。

業界最多8枚とじの針なしステープラー＜ハリナックス＞を発売

安心構造カッターナイフ<フレーヌ>

「安心構造カッターナイフ〈フレーヌ〉」を発売

コクヨS＆T株式会社は、カッターナイフに対する不安感を解消した新構造の「安心構造カッ
ターナイフ〈フレーヌ〉」を発売しました。

当社が実施したカッターナイフに関する調査によると、「刃にのりがつく」「固いものが切りに
くい」「刃を折るのが怖い」等の困りごとが多いことが分かりました。

今回発売する「安心構造カッターナイフ〈フレーヌ〉」は、刃先にフッ素加工（業界初）を施して
のりを付きにくくするとともに、二段刃付けを採用することで刃こぼれをしにくくしています。こ
れにより鋭い切れ味を長期間保つことができます。また刃を出し入れするスライダーを従来の
本体横から上部（業界初）に配置することで、誤作動を起こさなくするとともに、左右どちらの
手でも握りやすくしています。

さらに、刃を差し込むだけで正しい位置・正しい方向に折ることができ、刃折りの失敗を防ぐ
新構造の刃折ケースを付属しています。

針なしステープラー＜ハリナックス＞（ハンディ8枚タイプ）

刃こぼれのしにくい二段刃

6．主なトピックス



コクヨファニチャー株式会社の子会社である株式会社都市デザインシステムは、学生寮を用途
変更して、「アート＆カルチャーが集まる場所」をコンセプトとしたホテル＆アパートメント「ホテル
アンテルーム 京都」を開業しました。

平成22年10月に開業した「ホテル カンラ 京都」に続き、都市デザインシステムが企画・設計・
空間デザイン・経営・運営を手がける「ホテル アンテルーム 京都」は、客室61室のホテルと入居
用50室のアパートメントで構成しています。

「ホテル アンテルーム 京都」では、ホテルで開催するアートや音楽のイベントによりホテル利
用者とアパートメント利用者の自然なコミュニケーションを促し、刺激的な新しい暮らしを提供し
ます。

ホテル＆アパートメント「ホテル アンテルーム 京都」オープン

中国スチール家具工場を合弁会社化。オフィス家具内需獲得へ
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コクヨファニチャー株式会社は、中国におけるオフィス家具販売を強化するために中国浙江

省のタイリック社と合弁契約を締結しました。また、タイリック社は同社敷地近郊に工場を新

築し、生産設備を移転・増強しました。前年12月には現地向け商品力の強化を目的として、タ

イのオフィス家具メーカー、プラクティカ社と製造・販売ライセンス契約を締結。現地の嗜好に

合わせたオフィス家具を市場に投入し、現地主要都市へと展開します。

今回の出資により、当社として初めて現地内需をターゲットとしたバリューチェーンが整備さ

れました。当社グループでは、現在、ステーショナリー事業・オフィス家具事業・リテール事

業・通販事業とも、国内・海外を両輪とした持続的成長を目指しており、今後も成長著しい中

国・インド・ベトナムといったアジア新興国市場を中心に経営資源を積極投入していきます。

ホテルアンテルーム外観

タイリック社で生産する商品

ホテル：客室 ホテル：ラウンジ

6．主なトピックス



ザ・コンランショップを運営するLmD株式会社は、アウトレットモール「イオンレイクタウンアウト
レット（埼玉県越谷市）」に「ザ･コンランショップウェアハウス」をオープンしました。

ザ・コンランショップは、ロンドンにある本店をはじめとした欧米諸国のほか、国内では新宿や
名古屋、福岡に出店しており、今回で国内5店舗目の出店となります。

ザ・コンランショップ ウェアハウスは、ザ・コンランショップの新業態となる初のアウトレット
ショップです。倉庫イメージした店内にはアウトレット価格の家具や小物のほか、高品質ながら
手頃な価格のブランド「Well-Considered」などカジュアルなアイテムを揃えています。

北欧からの輸入家具や雑貨などの販売を
手がける株式会社アクタスは、 「SLOW
HOUSE 梅田」 と「アクタス・名古屋店」を
オープンしました。

アクタスが展開するライフスタイルブランド
「SLOW HOUSE」では、素材や製法にこだ
わった商品、環境に配慮した商品などを販
売し、「丁寧な暮らし」を提案しています。直
営店として自由が丘や京都、六甲などに店
舗展開しており、梅田店で9店舗目の出店と
なります。

アクタス名古屋店では、サイズやカラーに
関してお客様のオーダーに対応できる国内
の家具製品を中心に取扱っています。

アクタスから「SLOW HOUSE 梅田」と「アクタス・名古屋店」がオープン
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ザ・コンランショップ ウェアハウス

SLOW HOUSE 梅田

アクタス
名古屋店

「ザ･コンランショップ ウェアハウス」がオープン

6．主なトピックス


